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はじめに

大地震等により多くの帰宅困難者が発生した際の対策として、港区の駅周辺滞留者対策推進協議会では２つの対応を検討しています。ひとつは、駅周辺に滞留した方々が、一時的に滞在できる施設にご案内すること、もうひとつは、周辺の民間企業にて帰宅困難者を受け入れることです。
新橋の協議会では、最初の活動として、帰宅困難者の受け入れのルール策定に着手しました。条例では、帰宅困難者を３日間程度受け入れることを原則にしていますが、どの会社もこうした経験はないはずですので、ルールが必要だと考えたからです。
未経験の業務についてのマニュアルづくりは重要ですが、マニュアルを作成しただけでは実効性は担保できません。
新橋の協議会では、マニュアルの実効性を検証するため、平成２６年３月４日に実動訓練を実施しました。

訓練の成果としては、いくつかの課題が明らかになることでマニュアルが精緻化したこと、また、参加者が訓練を実施することの重要性を理解し、それが各社の自主的な取り組みに繋がり地区全体として対策の実効性が向上したことだと考えています。
東日本大震災直後に、マニュアルが役に立たなかったとの声が聞こえましたが、今後、こうしたことのないよう、訓練を通じて、マニュアルの実効性を担保し、一時滞在施設の運営の準備を万全なものとしたいと考えます。
　帰宅困難者の問題は、新橋地区だけでなく、区内・都内・全国の主要駅周辺地域で抱える問題になります。このマニュアルを多くの事業者様にご活用いただき、各地域の帰宅困難者対策の一助となることを期待しております。
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1  はじめに　～本書の使い方～
1.1　本書の活用目的

「港区民間事業者向け一時滞在施設運営マニュアル」（以下「本書」）は一時滞在施設の運用を検討されている事業者が、マニュアルを作成する際に活用するためのものです。

1.2　本書の構成

本書は「作成ガイド編」、「マニュアル編」、「作成事例編」の３編で構成されています。
　本書は、今後マニュアルを改訂する際にも参考となる部分が多く含まれておりますので、自社でマニュアル作成後も保管しておくことをお勧めします。

各編の説明については、次のとおりです。

「作成ガイド編」
本書を活用するにあたり、本書の目的、特徴、使い方を説明しております。また、事業者がマニュアルを作成する際に必要となる帰宅困難者対策の基礎知識について記載しております。
　　　マニュアル作成前に自社の防災計画等の見直しをする際や、マニュアル作成後、訓練を繰り返し実施し、更なる対応力の向上を行い、マニュアルの精度を高める際の支援ツールとしてもご活用ください。　

　　
　　「マニュアル編」
　　　自社で一時滞在施設の運営マニュアルを作成する際に必要となる項目、要素が盛り込まれたものになります。「マニュアル編」は、一つの考え方が記載されているものではなく、マニュアルを使用した訓練の反省点も含めた、多くの考え方が記載されていますので、自社の状況に合わせカスタマイズすることにより、自社マニュアルが作成できる体裁としております。

　　　また、災害時に活用するフォーマット例（別紙）が付随しております。時系列で整理した活動チェックリストや受入名簿等、直ぐに活用できる内容となっております。マニュアルの内容に合わせ、カスタマイズすることで、自社用の別紙が作成できます。
　　「作成事例編」

「マニュアル編」をカスタマイズすることによってできるマニュアルの見本です。
　　　本書を活用することで、どういったものが出来るのかをイメージするためのものになります。

【マニュアル編に紐付く別紙一覧】

	No.
	資料名
	概要

	1
	一時滞在施設運営のためのチェックリスト
	災害時の確認用のチェックリスト

	2
	受入人数、必要量、金額等試算シート
	自拠点の受入スペース、受入許容人数を試算するためのシート

	3
	ツール／備蓄品一覧
	災害時に活用するツール、施設滞在者向け配布用備蓄品の一覧

	4
	提供可能施設・インフラ一覧表
	災害時に活用を想定した自拠点インフラの一覧

	5
	社外連絡先一覧
	災害時における社外連絡先、連携先等を記載するリスト

	6
	組織／担当者別役割一覧表
	災害時における部門別・担当別役割を記載する帳票

	7
	施設被害確認シート
	災害時における建屋の被害状況を記載するシート

	8
	施設滞在者名簿
	施設への受入時（受付時）に活用するシート

	9
	一時滞在施設利用案内
	施設利用規約やルールが記載された案内

	10
	施設利用案内の掲示例
	施設受入開始時に建物入り口に掲示する案内等の例

	11
	保健衛生チェックリスト
	衛生管理担当の留意事項が記載された帳票

	12
	施設内事前確認のためのチェックリスト
	平時における施設の点検を実施するためのチェックリスト

	13
	連絡票、相談受付票
	施設運営要員の間での連絡や状況確認のための帳票


1.3　「マニュアル編」の構成
「マニュアル編」では、初めて一時滞在施設の検討に携わる方や計画文書を作成される方が作られることを想定しており、補足説明（吹き出し）等を多く含んだ構成としています。自社マニュアルを作成する際には、吹き出し部分を参考に自社マニュアルを策定してください。
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※ 基本的に自社で使い易い体裁に置き換えて活用して頂くことを想定しています（本書の複製、改版等は自由です）。ただし、本書は新橋駅周辺滞留者対策推進協議会委員ならびに港区防災危機管理室が現状での一般的な考え方を踏まえて作成したものになりますので、吹き出し以外の項目や記載内容については残されることを推奨します。
※ 本書の取り扱いや活用方法 につきましては P8「2.8　本書の取扱い」を参照願います。
2　基本的な考え方

本章では、平成26年4月現在の帰宅困難者対策の背景や、本書の作成目的、対象の範囲等について説明します。

2.1　背景･対象

■ 背景

平成23年3月11日に発生した東日本大震災後の首都圏各地において、多くの鉄道が運行停止するとともに、道路において大規模な渋滞が発生する等、公共交通機関に支障が生じました。その結果、鉄道等を使って通勤・通学している人々や商用・観光をしている人々の帰宅手段が閉ざされ、首都圏において約515万人に及ぶ帰宅困難者が発生し、各地では駅施設での滞留や周辺道路の渋滞等が発生しました。

【行政における対応】

平成23年10月、港区は「港区防災対策基本条例」を制定し、区、区民、事業者の責務を明確にするとともに、帰宅困難者対策は事業所における「自助」「共助」の基本理念に基づいた対策の必要性を定めています。
また平成24年3月、東京都は「東京都帰宅困難者対策条例」を公布（施行は平成25年4月1日）し、平成24年9月に内閣府／東京都が座長を務める首都直下地震帰宅困難者対策協議会が、当該条例を施行するにあたり実施のガイドラインとなる「最終報告書」「ガイドライン」を発表し、この帰宅困難の問題に対する解決方法として、防災理念である「自助」「共助」に基づく対策が重要としています。

【想定される帰宅困難者数と一時滞在施設】

東京都は、都内で想定される事業者従業員を除く帰宅困難者（通勤・通学している人々や商用・観光をしている人々を指し、本書では「滞留者」と定義）の数を92万人と試算しています。平成25年4月現在、東京都は行政保有施設の中で7万人分の滞留者向け一時滞在施設を確保していますが、想定される滞留者数に対しては圧倒的に不足しており、民間事業者の協力が不可欠な状況となっています。

【地域の混乱防止に向けて～事業者向けマニュアルの作成～】

東日本大震災の経験を踏まえ、パニックや二次災害に繋がる滞留や混乱を最小限に留める方法としては「むやみに移動を開始しない」「その場に留まる・留める」という考え方に基づく対策が重要となります。
港区ではこうした背景や考え方を踏まえ、災害時の民間事業者における滞留者の受入の促進、考え方の浸透を目的に、民間事業者（主に施設保有事業者）が簡単に利活用できるマニュアルの雛形を作成し、新橋駅周辺滞留者対策推進協議会所属事業者の皆様のご協力により完成しましたので、ここに共有させて頂きます。

■ 対象

平成23年10月に制定された港区防災対策基本条例および、平成25年4月に施行された東京都帰宅困難者対策条例では、事業者の責務として １．自助の徹底（各従業者の社内待機）、２．共助による支援（①地域組織と連携し、駅に集まっている滞留者に対する支援活動を行う、②各事業者が滞留者を施設滞在者として受け入れ、支援活動を行う）となっています。このうち、本書では ２．②を対象として、災害時における滞留者の自施設への受入、施設内での誘導、飲食料や情報の提供等、施設滞在者への支援に係る考え方、災害時の手順、事前の確認事項等を記載しています。なお、想定する災害としては「広域で公共交通機関が停止する大規模な災害（地震、台風、水害、停電等）」としています。
【本書の対象者、共助における支援活動の範囲】（赤枠部分）
	対象
	主体
	災害時の対応

	自社

従業員等
	事業者
	【自助の徹底】
· 事業所内での待機、宿泊

	滞留者
	駅周辺滞留者対策

推進協議会
	【共助による支援】

・地域における一時滞在施設の案内／誘導
・情報提供
・支援物資の搬送、提供
・一時滞在施設への運営協力　等

· 各地域の「滞留者支援ルール※」に基づく対応

	
	事業所保有事業者

（一時滞在施設）
	【共助による支援】
・滞留者の事業所内への受入、案内
・施設滞在者への飲食料や情報の提供　等

■「一時滞在施設運営マニュアル」（本書）を活用した対応


※ 滞留者支援ルール ：駅周辺での発生が予想される滞留者への支援活動を行うための地域としての役割、考え方、手順等を纏めた内容であり、港区内各駅周辺滞留者対策推進協議会等組織が検討／作成しています。

2.2　災害時における取組方針の明文化

本取組を浸透させるに際しては、災害時における活動方針を簡潔に言い表した方針を定めることが有効です。「マニュアル編」を参考に、自社滞留者対策（施設への受入）に関する取組方針を検討の上、明文化します。
※ 「マニュアル編」の参考文章では「＊＊＊＊」部分に自社名ならびにビル名、「◆◆◆◆」には支社・営業所等、「△△△△」にはテナント事業者のうち協力していただける事業者名等を入れて頂くことを想定しています。変換に際しては別紙を含め、置換機能にて変換して下さい。
※ 別紙に定める施設運営担当者においては、平時から本書記載の滞留者への各種支援活動に係る考え方、災害時の手順、事前の確認事項等を理解し、また関係者へも課題や留意事項等を共有して下さい。
2.3 一時滞在施設とする建屋、想定する災害

「マニュアル編」 P2「A.3.1　受入スペースの特定、受入許容人数の把握」や別紙2「受入人数、必要量、金額等試算シート」にて一時滞在施設となりうるスペースを試算し、自社で想定する滞留者の受入場所を明文化しておきます。

· 対象とする建物について

・本書は1つの建屋での運用を前提としています。支社、工場等複数の拠点を想定されている事業者は、建屋毎にマニュアル作成が必要です。
・テナントビル事業者の場合には、（本書を参考に）管理権限者や各テナント関係者で、ビル防火防災連絡会等を通じ災害時の滞留者への対応方法や活動役割等を検討して下さい。

· 想定する災害について

　　本書で想定する災害は、「地震」「台風」「水害」「停電」等、日本において発生した災害に伴い、首都圏、東京都、港区（注）の公共交通機関が運行停止となった（大量の滞留者 が発生する恐れがある）場合としています。
注）本書は東京都港区において作成されたものです。港区以外に住所を置く事業者の場合には、（「作成ガイド編」「マニュアル編」「別紙」「参考事例編」ともに）当該区市町村、道府県等に置き換えて活用して下さい。

2.4　本書の位置づけ

本書を活用し自社マニュアルを検討／策定する際には、自社における災害時の各種計画書（危機管理規定、BCP、防火防災計画書等）との関係（目的、時系列、役割分担等）を明確にし、各種計画書との整合性を確認しながら進めて下さい。「（マニュアル編）」P8「A.5.2　役割の明確化」参照）
2.5　受入時の活動概要

災害発生後、一般的に滞留者の受入に際して想定される各種支援活動は以下の通りです。
	活動段階
	実施概要

	受入前

確認
	○事業所の安全確認を行う。（受入可否確認）

○WEB、ラジオ等から運行情報や駅周辺の滞留状況を収集する。（情報収集）

○社内要員確保、ツール等の準備など、受入体制を整える。（体制確保）

○（通信が使用可能な場合）施設受入に関して港区と情報連携する。（情報連携）

	支援

活動
	○滞留者を事業所内へ受入れ、該当するスペースに誘導する。（受付、誘導）
○施設滞在者へ施設使用時のルールを説明する。（説明）
○施設滞在者へ物資（水・食料・毛布等）を提供する。（物資提供）
○電話やトイレ等のインフラ施設を開放する。（インフラ提供）

○運行情報やリスク情報等、継続的に施設滞在者へ情報を提供する。（情報提供）

○社外状況に応じて施設滞在者の帰宅支援を行う。（帰宅支援）


· 自社で「どこまでやる？」「何を準備する？」を検討

滞留者の受入に際して想定される対応は、いずれも予め関係者による確認や準備が必要となります。自施設への受入を決める際には、災害時での各種活動が発生することを想定しながら検討や準備を進め、まずは「できるところから準備する」の観点から、社内の継続的な取組として検討を行ってください。

· 受入期間に関する考え方

東京都の帰宅困難者対策条例では、想定する一時受入期間として最長3日としており、事業者の責務として、「災害時に起こり得る被害や影響を踏まえ、可能な限り滞留者を受入れること」としています。

※ 行政は発災後の72時間（3日間）について、被災者の救急・救助活動、消火活動等の災害応急活動を優先するため、地域で帰宅困難者等の大量発生による混乱や事故等を防止することが重要となります。

※ 3日間はあくまで目安であり、仮に甚大な首都直下地震が発生した場合には3日以上の日数となることも予想されます。自社で受入期間を想定する際は、あくまで目安として「3日」と想定し、自社状況に応じて（できるところから）備蓄や運用体制の検討／準備を進めてください。

2.6　社内での事前確認事項

滞留者問題は大規模地震等の災害発生直後に表面化する問題であるため、なるべく発災直後から対応できる体制を整えておくことが望まれます。こうした対応を行うべく、自社では予めこの問題に対する考え方や方針等を明確化させておくことが重要です。（以下、災害時の受入を検討するに際しての進め方や留意事項を記載）

2.6.1 「会社としての対応方針の明確化」

災害時の滞留者の受入に関する自社の対応方針を固めておくことが重要です。災害時、区内では大量の滞留者の発生が予想されており、想定される事態に対して（仮に施設被害がなく、要員が揃っていた場合には）「受け入れるのか？」、（災害時の状況次第で考えるのであれば）「災害時に誰が判断するのか？」といった受入に関わる方針や判断ルートを明確化し、前掲「２．災害時における取組方針」等に記載して共有しておきます。
· 方針検討する際の判断材料として活用

「マニュアル編」（主に「第2 一時滞在施設の運営マニュアル（計画）」）では各事業者が受入および施設滞在者への支援を行うに際して必要な項目（想定される受入場所、受入人数、備品量、金額、役割分担等）を整理／試算できる内容となっています。経営層や関係者へ受入に関する方針を諮る際には、本書の各パーツを判断材料として活用して下さい。
2.6.2 受入施設の要件

各施設での受入を検討するに際しては「受入施設の要件」が必要となります。検討には概ね以下の要件を確認し、準備を進めることにより「できること」「できないこと」を整理し、災害時の対応内容や手順の確認等へ詳細に反映させて行きます。

【 理想的な受入施設として必要な要件 】

・現行の耐震基準（建築基準法における新耐震基準（昭和56年6月1日施行））を満たした施設であること。

・一定のスペース※があり、災害時に自社の復旧活動に影響の無い場所であること。

※ ご参考：目安として3.3㎡あたり2名の受入とされています。
（引用：事業所における帰宅困難者対策ガイドライン：平成24年9月10日 首都直下地震 帰宅困. 難者等対策協議会）

・施設滞在者に配付する飲食料や毛布等の物資がある。（備蓄できる環境がある）。

【 上記に加え、満たされることが望ましい要件 】

・ 施設に電話、PC、ラジオ等の情報収集や連絡可能なツールがある。

・ 施設滞在者が利用できるトイレがある。

（携帯用トイレやマンホールトイレ等の備品／設備がある）

2.6.3　備品類の準備

施設への滞留者の受入に際しては各種備品が必要となります。備品を検討する際は運営する側の効率性を踏まえて（1）施設管理者が受入対応時に使用する「メガホン」「筆記用具」「誘導旗」等のツール類と、（2）（施設受入後の）施設滞在者に配布する飲食料や毛布等の備蓄品類に分類し、別紙3「ツール、備蓄品一覧」に記入しておきます。
別紙3では一般的に滞留者の施設への受入に際し推奨されるツールや備蓄品の品目や数量等を参考例として記載しており、自社が想定する内容に合わせて活用します。（本帳票は平時における今後の購入計画の他、災害時における備蓄品のストック状況の記録用紙としての活用を想定しています）
2.7　災害時における対応実施基準

予め自社で活動や判断基準を設け、受入に向けた各種支援活動の実施の有無について判断できるようにしておきます。
＜対応実施条件＞（例）
日本において地震等の災害が発生し、その災害に伴い、首都圏、東京都、港区の公共交通機関が長期間運行停止となり、多くの滞留者が発生している（もしくは多くの滞留者の発生が見込まれる）場合、施設受入に向けた活動を開始します。

■ 自主的な判断を行うために

大規模な災害発生時には電話、TV、WEB等の連絡手段が使用できない可能性があり、行政や港区からの受入に関する要請が受信できないことも十分考えられます。予め社内ではラジオやPHS等の複数連絡手段／連絡先を準備するとともに、連絡が繋がらなかった際の受入や閉所を自主的に判断するための条件や基準を設けておくことが重要です。マニュアル編での例を参考に、自社における判断基準を検討しておきましょう。
【 本マニュアルで定める判断基準 】
「受入対応開始の判断」「帰宅の判断」「一時滞在施設を閉鎖する判断」
2.8　本書の取扱い
【本書を活用するに当たり】

・本書は、港区ならびに新橋駅周辺滞留者対策推進協議会が、平成26年9月の時点で考えられる滞留者受入や、施設滞在者への支援活動に関する考え方と手順を、協議または訓練により検証した内容を記載しています。

・本書を活用し作成した自社マニュアルについて、施設所有者、施設管理者、施設運営者または施設に受入れた帰宅困難者等に不利益があった場合、港区並びに新橋駅周辺滞留者対策推進協議会は責任を負いかねます。

・本書を活用し自社マニュアルを検討する際、災害時は必ずしもマニュアル同様の考え方や進め方ができない不測の事態が起こり得ることを想定しつつ、なるべく組織で柔軟に対応できる方法を検討して下さい。

・本書の修正等については、国等の動向を踏まえ適宜修正を行っていきます。活用される事業者様におかれましても、最新の情報を踏まえ自社マニュアルを修正して下さい（行政の動向については、地元地方公共団体にお問い合わせ下さい）。
2.9　用語集

	No.
	用語
	内容

	1
	帰宅困難者
	災害時に自宅迄の距離が遠く、公共交通機関を利用して帰宅することができない人

	2
	滞留者
	災害時に鉄道利用者、買い物客、観光客等、たまたま地域を訪れていた来街者

	3
	駅周辺滞留者対策協議会
	駅周辺の事業者を中心として構成された駅の混乱防止検討／推進する組織

	4
	滞留者支援ルール
	災害時（広域で公共交通機関が停止した際）に駅周辺滞留者に実施する支援活動のルール

	5
	一時滞在施設
	災害時（広域で公共交通機関が停止した際）に滞留者の受入を行う施設

	6
	施設滞在者
	一時滞在施設に受入れた人

	7
	支援ツール
	一時滞在施設で支援活動を行う際に活用するツール

	8
	備蓄品
	施設滞在者への配布する食糧、水、毛布等

	9
	施設滞在者区域
	一時滞在施者に待機してもらう施設内の区域

	10
	施設管理者運営区域
	一時滞在施者支援活動を行う際の運営状況の整理や備品類を格納するために使用する区域

	11
	要援護者用区域
	災害時要援護者（高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦、外国人等）に待機してもらう施設内の区域


2.10　関連資料

　行政から発信されている帰宅困難者対策に係る規約や関連事項※に目を通し、条例の意図および取るべき対応等を十分に理解して下さい。（※ 平成26年7月時点）

· 東京都帰宅困難者対策条例
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/kouhou.pdf
· 首都直下地震帰宅困難者等対策協議会
· 首都直下地震帰宅困難者等対策協議会 最終報告
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/pdf/saisyuhoukoku-2.pdf
· 事業所における帰宅困難者対策ガイドライン
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/pdf/saisyuhoukoku-4.pdf
· 防災首都圏ネット 九都県市首脳会議 防災・危機管理対策委員会
· 災害時帰宅支援ステーション
http://www.9tokenshi-bousai.jp/comehome/station.html
· 家族への連絡（災害用伝言サービス）
http://www.9tokenshi-bousai.jp/comehome/pre03.html

· 東京都の防災HP

· ポータル
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/index.html
· 東京都防災マップ
http://map.bousai.metro.tokyo.jp/sp/index.html

· 帰宅困難者対策
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/kitaku_portal/index.html
· 都立施設を活用した一時滞在施設の 運営マニュアル
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/news/20130401manual.pdf
· 厚生労働省

· 避難所生活を過ごされる方々の健康管理に関するガイドライン（Ｈ23.6）
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001enhj-att/2r9852000001enj7.pdf
· 東京消防庁

· 家具類の転倒・落下・移動防止対策ハンドブック（Ｈ24.7）
http://www.tfd.metro.tokyo.jp/hp-bousaika/kaguten/handbook/
· NTT東日本 

· 公衆電話インフォメーション 公衆電話 設置場所検索

http://service.geospace.jp/ptd-ntteast/PublicTelSite/TopPage/
· 港区の防災HP
· 港区 防災・災害対策

http://www.city.minato.tokyo.jp/bosai-anzen/bosai/index.html
「マニュアル編」の構成





本 文 ： マニュアルの構成上必要なもの。記載をするべき内容。


　　　　 カスタマイズする際も修正／削除は最小限とするもの。





 　 （吹き出し）： マニュアルを作成する上でのヒントや補足説明事項。


　　　 　　　　　 マニュアルを使用した訓練で得られた情報等。





 ： 記載例。各社の状況に合わせて修正／削除が必要となるもの。 


　　　　　※ 特に修正等が必要な部分については、マニュアル中にコメントを付しています。














（例）





【各種計画書との関係を明確化】
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